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回次
第12期

第３四半期累計期間
第11期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年12月31日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （千円） 662,615 813,117

経常損失（△） （千円） △127,226 △179,339

四半期（当期）純損失（△） （千円） △128,245 △287,331

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 545,850 545,850

発行済株式総数 （株） 1,344,000 1,344,000

純資産額 （千円） 156,366 284,612

総資産額 （千円） 561,706 606,599

１株当たり四半期（当期）純損失（△） （円） △103.09 △225.12

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益 （円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 27.8 46.9

回次
第12期

第３四半期会計期間

会計期間
自2023年10月１日
至2023年12月31日

１株当たり四半期純損失(△) （円） △1.50

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．当社は、第11期第３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第11期第３四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり四半期(当期)純損失であるため記載しており

ません。

５．第12期第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の四半期財務諸表並びに第11期事業年度の財務諸表につ

いては、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビュー及び監査を受けております。

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新規上場申請のための四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関す

る事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性

があると認識している主要なリスクの発生又は新規上場申請のための有価証券報告書（Iの部）に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　当第３四半期累計期間において、当社は前期に引き続き営業損失及び四半期純損失を計上しており、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　しかしながら、当社の取引金融機関と締結している当座貸越契約及び親会社である株式会社ゼンリンと設定してい

る当座貸越枠により、必要な運転資金の確保に懸念はなく、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められない

と判断しております。

　なお、今後につきましては、営業体制の強化による既存取引先の維持拡大と新規取引先の獲得及び開発体制の強化

によるプラットフォームの機能拡大等に取り組んでまいります。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第

３四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお

りません。

(1）経営成績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、原材料価格やガソリンなどエネルギーコストの高止まり、円安の

影響等により、物価が上昇し個人消費は停滞しております。一方で、海外経済の下振れリスクが後退し、企業の設

備投資意欲も強い状況となっております。また、インバウンド需要とともに、人の移動は活性化しており、日本経

済は回復傾向となっております。

　当社が属するＤＸ市場やモビリティサービス市場においても、企業の投資意欲は堅調であり需要は増加傾向にあ

ります。引き続き、物流業界の2024年問題や脱炭素社会への関心から投資意欲は堅調に推移すると考えておりま

す。

　当社におきましても、これまで社会課題の解決に適したサービス開発を行ってきた経験及び信頼から、新たな投

資開発案件が増加傾向にあります。

　当社では、これまでの既存サービスの拡大化をしつつ、新規サービスを上乗せることに注力しております。ま

た、保守・利用料の売上高も着実に積み上げており、事業地盤の安定化を図っております。その他、前事業年度に

買収したファニテック株式会社の買収効果により、開発体制の強化および内製化施策が堅調に進み、外注費が減少

することでコスト削減効果が得られております。

　以上の結果、当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高は662,615千円、営業損失は126,810千円、経常損失は

127,226千円、四半期純損失は128,245千円となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（モビリティセグメント）

　モビリティセグメントは、当期以前に納品した案件の２次開発、３次開発や大型の開発案件を獲得したことによ

り堅調に推移しております。また、当社のカーシェアリングシステムに対する問い合わせ数も増加しております。

足元では、ＥＶ関連業務の開発案件が進捗しており、当期の売上高に寄与することが考えられますが、システム開

発案件は年度末に偏る傾向にあり、第４四半期会計期間に売上高が集中いたします。

　その他、車載器やＳＴＢの台数も増加しており、保守・利用料の安定化に繋がっております。

　この結果、モビリティセグメントにおける当第３四半期累計期間の売上高は550,023千円、セグメント利益は

45,905千円となりました。

（インポートセグメント）

　インポートセグメントは、円安の影響により商品の仕入単価が上昇傾向にありますが、販売先を順調に確保して

おり、堅調に推移しております。

　この結果、インポートセグメントにおける当第３四半期累計期間の売上高は112,592千円、セグメント損失は

4,612千円となりました。
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(2）財政状態の状況

（資産の状況）

　当第３四半期会計期間末の総資産は、561,706千円となり、前事業年度末に比べ44,892千円の減少となりまし

た。

　流動資産は352,065千円となり、前事業年度末に比べ17,844千円の減少となりました。主な要因といたしまして

は、現金及び預金が28,747千円増加した一方で、営業債権の回収により売掛金及び契約資産が20,534千円減少した

ほか、その他流動資産が19,590千円減少したことによるものであります。

　固定資産は209,641千円となり、前事業年度末に比べ27,048千円の減少となりました。主な要因といたしまして

は、有形固定資産が5,857千円増加した一方で、無形固定資産が31,992千円減少したことによるものであります。

（負債の状況）

　負債は、405,340千円となり、前事業年度末に比べ83,353千円の増加となりました。

　流動負債は、393,457千円となり、前事業年度末に比べ84,439千円の増加となりました。主な要因といたしまし

ては、前事業年度の企業結合における未払対価の決済等によりその他流動負債が83,673千円減少した一方で、新規

借入により短期借入金が183,100千円増加したことによるものであります。

　固定負債は、11,882千円となり、前事業年度末に比べ1,085千円の減少となりました。主な要因といたしまして

は、長期借入金が1,360千円減少したことによるものであります。

（純資産の状況）

　純資産は156,366千円となり、前事業年度末に比べ128,245千円の減少となりました。これは、四半期純損失の計

上により利益剰余金が128,245千円減少したことによるものであります。

 (3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の重要な会計方針及び見積りの記載について重要な変更はありません。

 (4）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 (5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 (6）研究開発活動

該当事項はありません。

 (7）経営成績に重要な影響を与える要因

　当社の経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）

「第２ 事業の状況３ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。

 (8）季節的変動による影響

　当社の売上高は、受託開発等の案件引渡しが多く、３月決算会社の決算期に合わせて納品等を行っているた

め、第４四半期会計期間に売上高が偏重する傾向にあります。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,000,000

計 5,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年３月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,344,000 1,344,000 非上場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。

なお、単元株式数は

100株であります。

計 1,344,000 1,344,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年10月１日～

2023年12月31日
－ 1,344,000 － 545,850 － －

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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2023年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　     100,000
－

完全議決権株式（その他） 普通株式　   1,244,000 12,440

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 1,344,000 － －

総株主の議決権 － 12,440 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2023年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社Ｗｉｌｌ　Ｓｍａｒｔ

東京都江東区富岡

二丁目11番６号
100,000 － 100,000 7.44

計 － 100,000 － 100,000 7.44

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、第３四半期会計期間

（2023年10月１日から2023年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に

係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2023年３月31日）

当第３四半期会計期間
（2023年12月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 64,229 92,977

売掛金及び契約資産 245,049 224,514

棚卸資産  18,088  11,621

その他 42,542 22,952

流動資産合計 369,910 352,065

固定資産

有形固定資産 23,363 29,220

無形固定資産

　のれん 82,237 68,004

　ソフトウエア 103,226 78,467

　ソフトウエア仮勘定 2,181 9,181

　無形固定資産合計 187,645 155,653

投資その他の資産 25,679 24,766

固定資産合計 236,689 209,641

資産合計 606,599 561,706

負債の部

流動負債

買掛金 27,938 12,950

短期借入金 116,400 299,500

１年内返済予定の長期借入金 2,040 2,040

その他 162,640 78,967

流動負債合計 309,018 393,457

固定負債

長期借入金 12,240 10,880

その他 728 1,002

固定負債合計 12,968 11,882

負債合計 321,987 405,340

純資産の部

株主資本

資本金 545,850 545,850

資本剰余金 117,093 117,093

利益剰余金 △287,331 △415,577

自己株式 △91,000 △91,000

株主資本合計 284,612 156,366

純資産合計 284,612 156,366

負債純資産合計 606,599 561,706

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

当第３四半期累計期間
（自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日）

売上高 ※ 662,615

売上原価 465,048

売上総利益 197,567

販売費及び一般管理費 324,377

営業損失（△） △126,810

営業外収益

保険配当金 1,183

為替差益 636

助成金収入 250

その他 117

営業外収益合計 2,188

営業外費用

支払利息 604

上場関連費用 2,000

営業外費用合計 2,604

経常損失（△） △127,226

特別損失

固定資産除却損 17

特別損失合計 17

税引前四半期純損失（△） △127,244

法人税、住民税及び事業税 1,001

法人税等合計 1,001

四半期純損失（△） △128,245

（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】
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前事業年度
（2023年３月31日）

当第３四半期会計期間
（2023年12月31日）

当座貸越極度額 500,000千円 500,000千円

借入実行残高 100,000 299,500

　差引額 400,000 200,500

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

　当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に

基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

（注）上記のほか、2023年４月21日付で当座貸越枠800,000千円を親会社である株式会社ゼンリンと設定しておりま

す。

（四半期損益計算書関係）

※　売上高の季節的変動

当第３四半期累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

　当社の売上高は、受託開発等の案件引渡しが多く、３月決算会社の決算期に合わせて納品等を行っているた

め、第４四半期会計期間に売上高が偏重する傾向にあります。

当第３四半期累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年12月31日）

減価償却費 32,474千円

のれんの償却額 14,233

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。
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報告セグメント 調整額

（注１）
合計

モビリティ インポート 計

売上高

一時点で移転される財又はサービス 91,454 111,893 203,347 － 203,347

一定の期間にわ

たり移転される

財又はサービス

受託契約等 289,986 － 289,986 － 289,986

運用取引等 168,582 699 169,281 － 169,281

顧客との契約から生じる収益 550,023 112,592 662,615 － 662,615

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 550,023 112,592 662,615 － 662,615

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 550,023 112,592 662,615 － 662,615

セグメント利益又は損失（△） 45,905 △4,612 41,293 △168,104 △126,810

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

　（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額の区分は、各報告セグメントに帰属しない全社費用であります。全

社費用は、主に管理部門に係る人件費等の一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と一致しております。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

当第３四半期累計期間
（自2023年４月１日

至2023年12月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △103円9銭

（算定上の基礎）

四半期純損失（△）（千円） △128,245

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △128,245

普通株式の期中平均株式数（株） 1,244,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

事業年度末から重要な変動があったものの概要

－

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりませ

ん。
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決議年月日
2024年１月23日

（第４回新株予約権）

2024年１月23日

（第５回新株予約権）

2023年12月22日

（第６回新株予約権）

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役     ４

当社執行役員   ４
当社従業員     21

当社取締役     ２

社外協力者     ２

新株予約権の数（個）※ 924（注）２． 318（注）２． 440（注）２．

新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数（株）※

普通株式

92,400

（注）２．

普通株式

31,800

（注）２．

普通株式

44,000

（注）２．

新株予約権の行使時の払込金額

（円）※

700

（注）３．

700

（注）３．

700

（注）３．

新株予約権の行使期間※
自  2026年２月１日

至  2033年12月31日

自  2026年２月１日

至  2033年12月31日

自  2024年２月１日

至  2033年12月31日

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円）※

発行価格  　700

資本組入額　350

発行価格  　700

資本組入額　350

発行価格  　716

資本組入額　358

新株予約権の行使の条件※ （注）４．

新株予約権の譲渡に関する事項※   新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項※
（注）６．

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

（重要な後発事象）

(新株予約権の発行)

当社は、2023年12月22日開催の取締役会決議、2024年１月23日開催の臨時株主総会及び同日開催の取締役会決

議に基づき、取締役、執行役員、従業員及び社外協力者に対するストックオプションとしての新株予約権を発行

し、2024年１月24日に割り当てられました。

    ※  新株予約権付与時点(2024年１月24日)における内容を記載しております。

  （注）１．第６回新株予約権は、新株予約権１個につき1,600円で有償発行しております。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次

の算式により株式付与数を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割（又は株式併合）の比率

また、当社が合併、会社分割若しくは資本金の額の減少を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする場

合には、当社は合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとする。

３．新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次

の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

また、新株予約権の割当日後に行使価額を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合

は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりである。

①新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時までの間、当社又は

当社の関係会社の取締役、監査役、執行役員、従業員のいずれかの地位（第６回新株予約権について

は、顧問、社外協力者その他これに準ずる地位を含む）を保有していることを要し、それ以外の場合に

は新株予約権を行使できないものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由が

あるものとして当社の取締役会が認めた場合は、この限りではない。

②新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができない。

③権利行使期間内であっても、新株予約権者は当社が当社株式を取引所へ上場等するまでの間は、新株予

約権を行使することができない。
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④その他の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めると

ころによる。

⑤第５回新株予約権については、新株予約権者が、以下のア乃至ウに掲げる時期に行使可能な新株予約権

の数は、当該ア乃至ウの規定に定める数に限られるものとする。ただし、当社の取締役会の承認を得た

場合はこの限りではない。また、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを

切り捨てた数とする。

ア　新株予約権の権利行使期間の初日又は当社が当社株式を取引所に上場した日のどちらか遅い日から１

年を経過する日までは、割り当てられた新株予約権の数の20％まで

イ　新株予約権の権利行使期間の初日又は当社が当社株式を取引所に上場した日のどちらか遅い日から１

年経過後２年を経過する日までは、上記アに掲げる期間に行使した新株予約権とあわせて割り当てら

れた新株予約権の数の50％まで

ウ　新株予約権の権利行使期間の初日又は当社が当社株式を取引所に上場した日のどちらか遅い日から２

年経過後以降は、割り当てられた新株予約権の数の全部

⑥第６回新株予約権については、新株予約権者は、本新株予約権の割当日から権利行使期間の満了日まで

において次に掲げる事由のいずれかが生じた場合には、残存するすべての本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

(a)　行使価額を下回る価格を対価とする当社普通株式の発行等が行われたとき（ただし、払込金額が会社

法第199条第３項・同第200条第２項に定める「特に有利な金額である場合」および普通株式の株価と

は異なると認められる価格である場合ならびに当該株式の発行等が株主割当てによる場合等を除

く。）

(b)　行使価額を下回る価格を行使価額とする新株予約権の発行が行われたとき（ただし、当該行使価額が

当該新株予約権の発行時点における当社普通株式の株価と異なる価格に設定されて発行された場合を

除く。）。

(c)　本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商品取引所にも上場されていない

場合、行使価額を下回る価格を対価とする売買その他の取引が行われたとき（ただし、当該取引時点

における株価よりも著しく低いと認められる価格で取引が行われた場合を除く。）。

(d)　本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場された場合、

上場日以降、当該金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が、行使価額を下回る価格

となったとき。

⑦第６回新株予約権については、新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における

授権株式数を超過することとなるときは、当該新株予約権の行使を行うことはできない。

５．会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる会社分割契約又は会社分割計画承認

の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認

された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会の決議がなされた場合）は、当社取締役会

が別途定める日に、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

②新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなり権利を行使することができなくなった場合

は、当社取締役会が別途定める日に、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。

６．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限る。）、又は株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合

に限る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効

力発生日（吸収合併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割

につき吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効

力発生日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新

株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の

新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画におい

て定めることを条件とする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約

2024/03/08 14:14:07／23087577_株式会社Ｗｉｌｌ　Ｓｍａｒｔ_公開申請書類（第３四半期）

- 12 -



権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、前記（注）２．に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、各新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上で調整した組織再編後の行使価額に、新株予約権の目的

である再編対象会社の株式の数を乗じた金額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

前記に定める新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、前

期に定める行使期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場

合は、この端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金は、資本金等増加限度額から増加する

資本金を減じた額とする。

⑦新株予約権の行使の条件

上記（注）４．に準じて決定する。

⑧譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑨再編対象会社による新株予約権の取得

上記（注）５．に準じて決定する。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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